平成１１年第１回島田市議会定例会　平成１１年３月８日・９日・１０日本会議

１．ダイオキシン問題について

　　大阪府能勢町のごみ焼却施設は高濃度のダイオキシンに汚染されたため取り壊されることに決まった。また、所沢市では多数の産業廃棄物処理施設からのダイオキシンの排出で大気や土壌が汚染され、それがお茶や野菜の汚染へと問題は拡大している。この２つの事例の重要なポイントは産業廃棄物処理の技術的な問題に加え、自治体の情報収集能力と得た情報の住民への公開の遅れであると私は考える。そこで市長に以下の点について伺う。

　　　1)　ダイオキシンや環境ホルモンについて、国、県、市、その他の団体、民間等が調査したもので島田市に関連したデータはどのくらい存在するのか伺う。

　　　2)　それらのデータから島田市の大気や水や土壌等の汚染状況はどのくらいと判断しているのか伺う。

　　　3)　所沢市のお茶の葉にダイオキシンが含まれていたとのことから、静岡県でもお茶の葉の調査をするとのことであるが、島田市でも独自に調査をする予定があるか伺う。

　　　4)　今後ダイオキシンの発生を抑制する対策としてどのような対策を考えているか伺う。

　２．市役所の情報ネットワークである庁内ＬＡＮについて

　　　市役所の仕事の多くがコンピュータで処理されるようになってきたが、島田市役所においては外部との情報交換や各部の連絡等にコンピュータネットワークを十分活用しているとは言えない状態である。しかしながら、庁内ＬＡＮについては実施計画等に文言として書かれてある。そこで以下の点について伺う。

　　　1)　庁内ＬＡＮを張ると行政事務でどのような効率化が図られるのか。その効果について伺う。

　　　2)　実施時期や予算についてはどのような計画を立てているのか伺う。

　３．日米防衛協力のための指針、いわゆるガイドラインを実現するための周辺事態法案と地方自治体のかかわりについて周辺事態法案いわゆるガイドライン法案の骨子が発表された。そこには地方自治体や民間に求める米軍への協力事例が１０項目示された。これらの法案の内容が明らかになるにつれて不安感を募らせる人々の声が高まってきた。一連の周辺事態法案に関して全国知事会や市長会が危惧を表明していると聞く。全国市長会においてはどのような点を危惧しているのか伺う。

◯10番（津田恵子君）　通告に従いまして、質問させていただきます。

　１点目はダイオキシンの問題についてです。本年２月９日、テレビで所沢市のお茶やホウレンソウに含まれるダイオキシン濃度が明らかにされました。そのことにより、政府の重い腰がやっと動き出しました。しかし、時既に遅し、今の日本の汚染状況は相当にひどく、所沢市や能勢町や新利根町及び龍ヶ崎市や日の出町等々の住民は独自の調査から、がんの発生率の高いことを主張し出しました。能勢町は新設間もないごみ焼却施設です。これは取り壊しが決定されました。新利根町及び龍ヶ崎市は、古いごみ焼却施設です。周辺の井戸からシアン等の有害物質が検出されたという報道も出されています。所沢市は有名になった産廃処理施設の集中からの汚染です。日の出町は最終処分場の焼却灰からの汚染です。これらは頻繁にメディアに取り上げられていますが、全国的にはこれに近い状態のものは数え切れないと言われています。

　日本中のダイオキシン汚染の問題点は廃棄物の焼却というシステムにありますが、所沢から発した一連の騒動は、自治体の情報収集能力の低さと認識の甘さと、得た情報の住民への公開のおくれにあると私は考えております。

　さて、島田市ではダイオキシン汚染はどの程度なのか。市民は心配しております。しかし、私は島田市については、常に自慢していることがあるのです。それは阿知ケ谷の焼却施設ができて20年弱になりますが、プラスチック類を燃やしてこなかったという点です。そして、先日配られた広報では、家庭の小型焼却炉の回収も呼びかけられております。常に島田市のごみ行政は周辺自治体の見本とされているという点を高く評価したいと思います。

　しかし、その努力にもかかわらず、ダイオキシン汚染から島田市のみが逃れられるというものではありません。現実はどうか。市民は事実を知りたいと思っています。そこで、以下についてお尋ねします。

　１、ダイオキシンや環境ホルモンについて、国・県・市、その他の団体、民間等が調査したもので、島田市に関連したデータはどのぐらい存在するのかをお伺いします。

　２、それらのデータから島田市の大気や水や土壌の汚染状況はどのくらいと判断しているのかをお伺いします。

　３、所沢市のお茶の葉にダイオキシンが含まれていたとのことから、静岡県でもお茶の葉の調査をするということです。県内東・中・西の茶業試験場で３カ所についてのみ調査をするということですが、島田市も島田茶をＰＲしている以上、独自の調査をし、安全を確認されたらどうか、その予定があるかどうかをお伺いします。

　４、今後ダイオキシンの発生を抑制する対策としてはどのようなものを考えておられるのかをお伺いします。

　２点目に、庁内ＬＡＮについてお伺いします。

　情報化時代という言葉が何となく古くさく聞こえるほどコンピュータネットワーク社会があっという間に構築されました。離れた人同士のコミュニケーション手段が手紙から電話へ変わっていきました。そして、その次にファクスが入ってきました。今やメールの時代になりました。

　私の周りでもコンピュータを使い、メールのやり取りをする人がふえています。電話やファクスでは夜中に発信するわけにはいきませんが、メールならば発信者は受信者の都合を考える必要はありません。受信者は自分の都合のいいときにメールを読めばいいのです。何ページにもなる文章でも、大量のデータでも瞬時に送れる点は極めてすぐれたものです。経済が低迷している中で、コンピュータの売れ行きは順調だとのことですが、まさに私の周りでもいわゆるおばさん族がパソコンの世界を闊歩し出してきました。

　ところが、市役所内はどうでしょうか。外部との情報交換や各部、各課との連絡等にコンピュータネットワークを活用していますか。もちろん住民税や料金、住民記録や財務記録等々のデータベース化については全国的におくれをとっているものではなく、昨年自治省が調査した全国自治体の電算処理業務に業務状態を見ても、平均あるいはやや進んでいる様子です。しかし、庁内のコンピュータネットワークはまだ構築されていないと思います。

　そこで、ＬＡＮについてお伺いします。ＬＡＮというのはローカル・エリア・ネットワークという略で、辞書には企業内情報通信網と書いてあります。これは市の発行している電子計算事務の概要というもので、島田市役所内部でどのような電子情報を扱っているかということが書かれてあるものです。その中でＬＡＮという項目を読みますと、閉じられた地域や企業内での総合的な施設の通信回線網、コンピュータ端末機、ＯＡ機器などを相互に結合し、音声文書、画像、データなど多面的な情報を１つの通信網で処理すると書かれてあります。

　このＬＡＮについては島田市の実施計画書等に文言としては書かれてあるのですが、具体的な計画としては明示されていないように思います。そこで、以下の点についてお伺いしたいのです。

　庁内ＬＡＮを張ると、行政事務でどのような効率化が図られるのか。その効果についてお伺いしたいと思います。そして、実施時期や予算についてどのような計画を立てておられるのかをお伺いしたいと思います。

　３点目に、日米防衛協力のための指針、いわゆるガイドラインを実現するための周辺事態法案と地方自治体のかかわりについてお尋ねしたいと思います。

　周辺事態法案、いわゆるガイドライン法案の骨子が発表されました。そこには地方自治体や民間に求める米軍への協力事例が10項目示されました。これらの法案の内容が明らかになるにつれて、不安感を募らせる人々の声が高まってきました。一連の周辺事態法案に関して、全国知事会や市長会が危惧を表明していると聞いております。全国市長会においてはどのような点を危惧しておられるのかを市長にお伺いしたいと思います。

◯議長（澤脇圭司君）　岩村市長。

　　　〔市長　岩村越司君登壇〕

◯市長（岩村越司君）　津田議員のお尋ねにお答えをいたします。

　最初に、ダイオキシンに関連して幾つかのお尋ねがございました。まず、ダイオキシンや環境ホルモンに係る島田市に関連した調査でありますが、国や県の測定計画に基づいて実施されているものが幾つか実はございます。そのうちダイオキシン関係では県の大気環境調査として、平成９年12月24日に初倉小学校で実施をされました。平成10年度は春夏秋冬の年４回の通年の測定が実施をされております。土壌につきましても、初倉ののたり松付近で、この１月12日に資料を採取をしておりますが、県の調査結果についてはすべての測定結果がまとまり次第、公表されると聞いているところであります。

　また、環境ホルモンの調査は、大井川の富士見橋付近におきまして、前期と後期の年２回建設省で実施をされておりまして、前期調査の数値は新聞等を通じて発表されているところであります。これらのデータの解析につきましては、年間の測定結果や科学的知見等を考慮しながら、総合的にとらえていく必要があるとお聞きをいたしておりまして、今のところまだ公表されてはおりません。島田市のダイオキシン関係の調査は清掃センターの焼却炉と最終処分場の調査を実施しております。民間の関係では測定義務の課せられている焼却炉について実施をされておりまして、規制基準値は遵守されていることを確認をいたしております。今後とも情報収集と適切に公表することが大切なことと思っております。

　そのようなことから、汚染状況の判断につきましては総合的なデータの公表が実はまだなされておりませんので、その結果を待って判断をしていくべきと考えております。

　次に、お茶についてのお尋ねがございました。埼玉県所沢市でのお茶のダイオキシン問題に関連して、県におきましても県内のお茶につきまして、県の茶業試験場３カ所を対象に緊急調査を実施をするということになりました。こうした県の状況から、当島田市におきましても県の調査を注目しつつ、茶生産者や農協、茶商等の茶業関係者と対応を検討してまいりたいと思っているところでございます。

　それから、最後のお尋ねの日米貿易協力のための指針、いわゆるガイドラインに関連して全国市長会でどのような点で危惧しているのかというお尋ねがございました。日米防衛協力のための指針、いわゆる新ガイドラインと呼ばれておりますが、これに基づく周辺事態に際して、我が国の平和及び安全を確保するための措置に関する法律案、通称周辺事態安全確保法と言っているようでありますが、につきまして、全国市長会がどのような点で危惧しているかというお尋ねがございました。

　全国市長会には実は国内で米軍基地や自衛隊基地が所在している市町村等で組織されております全国基地協議会、 261の団体が加入いたしております、及び防衛施設周辺整備協議会 288の団体が加入いたしておりますが、この２つの協議会が実はございます。事務局を担当しているようであります。昨年４月の段階で、現在国会で審議中である周辺事態安全確保法案の中に後方地域支援等についての地方公共団体に対する協力要請規定が盛り込まれる予定とされていたため、４月12日に両協議会では内閣総理大臣を初め関係省庁に対し、基地所在市町村の実情を理解の上、検討過程において適切な情報提供に努めるとともに、関係市町村の意向を尊重するよう緊急要望を行ったと聞いております。

　また、５月８日には同法第９条の規定における協力の内容、その強制力、国の財政措置等について質問を行い、６月12日、政府から文書による回答があったものの、あらかじめ網羅的、また確定的なことは言えないとの見解にとどまっていたと聞いております。

　その後、本年２月３日には同法第９条に規定されている地方公共団体の長に求められる協力の内容等について、政府から想定される協力項目例が示されましたが、これに関して全国市長会ではとりわけ声明、コメント等は出されておらない状況でございます。

　いずれにいたしましても、今国会でそう遠くない時期に多分特別委員会が院内に設置をされて、そして審議をこれからされることだろうと思います。そうした国会審議の状況を関心をもって見ていく必要があるんだと、このように思っております。

　失礼しました、ダイオキシンに関連して、今後の抑制策についてのお答えが抜けましたので、改めてお答え申し上げます。

　ダイオキシンの発生抑制の施策についてお尋ねがございましたが、まず、基本といたしましては廃棄物の減量と分別、リサイクルにあるということは言うまでもないことだろうと思います。一般廃棄物につきましては、これらの施策とあわせまして、家庭用の小型の焼却炉の使用をとめていただくために、今月26、27日に焼却炉の回収を計画をいたしております。御指摘がございましたように、広報でお願いをしたところでございます。

　また、市民の皆さんにはダイオキシン問題を理解していただくように、昨年「広報しまだ」９月号で特集を組みまして、市民の皆さんの啓発に努めたところであります。

　一方、産業廃棄物の焼却につきましては、ダイオキシンの排出を抑制するため、関係法令であります廃棄物処理法と大気汚染防止法の政令が改正され、一定規模以上の焼却炉については排出基準や構造基準、維持管理基準が定められておりまして、所管の県におきまして立ち入り調査における指導も計画をされているようであります。

　また、その他の焼却炉につきましては、苦情のあった場合などをとらえまして、関係機関と連携しながら適切な指導に努めてまいりたいと思っております。

　なお、国におきましてダイオキシン対策の指針について早急に検討する旨の報道等もございますので、その動向を注視をしていきたい、このように考えております。

　以上、私から申し上げました。２番目につきましては担当部長からお答えを申し上げます。

◯議長（澤脇圭司君）　佐塚総務部長。

　　　〔総務部長　佐塚　潔君〕

◯総務部長（佐塚　潔君）　私の方から庁内ＬＡＮについてお答えを申し上げます。

　行政の情報化につきましては、国におきまして行政情報化基本計画の策定、申請手続等の電子化の推進、電子政府の実現、これらを目指して、紙による情報の管理からネットワークを駆使した電子化された情報の管理への移行を目指しております。

　また、地方公共団体における行政の情報化の推進に関する指針というものがありますが、その中でも庁内ＬＡＮの整備計画等の推進が盛り込まれております。島田市におきましても、このような状況を踏まえまして、行政改革大綱の見直しを行い、島田市行政情報化推進計画を策定中であり、さまざまな業務のＯＡ化を推進しているところでございます。

　さて、御質問の庁内ＬＡＮの効果についてでございますが、庁内ＬＡＮは庁内のパソコンを線で結んで、庁内の情報やプリンターなどの機械を共有するネットワークシステムであります。サーバと呼ばれるコンピュータに文書等の共有データを登録して、各課のパソコンからそのデータを引き出して利用するもので、そのデータや機器等を有効利用できるシステムであります。

　庁内ＬＡＮにすることによる行政事務でのメリットとしては２つの点が考えられます。まず第１に、文書やデータべース等の情報が共有できること。２番目といたしましては、プリンターなどの機器が共有できることであります。

　市としてもこのような利点から、庁内ＬＡＮのハード、ソフトの両面の整備を目指していきたいと考えております。具体的に申しますと、行政事務では庁内ＬＡＮ上で動くグループウエアというソフトを導入することによりまして、電子メール機能を利用すれば、通知文書あるいは回覧文書を電子的に通知することもできますし、共有データをもとにした簡易的な文書キャビネット管理、スケジュールの管理、会議室の管理及び公用車管理等の全庁にわたるデータが管理できるようになります。

　また、何台かのパソコンで１台のプリンターを共有して使用することも可能となり、スペースを省くこともできます。

　市民サービスの面から申しますと、全庁的に活用できる文書管理システムを導入することによりまして、情報提供にも迅速に対応できるようになるものと考えております。

　２点目の実施の時期、予算等についてでございますが、島田市の場合、全庁的に職員２人に１台のパソコンの環境というものを実現するとすれば、パソコンが約 250台程度が必要になります。この場合、ハード、ソフトを購入する場合ですと、約１億 9,000万円程度の費用が必要となります。また、機械等を賃借した場合ですと、初期に要る費用が約 5,000万円、その後年額賃借料として4,800 万円程度がそれぞれ必要となります。

　このように多額の費用がかかることから、庁内ＬＡＮの実施時期は職員へのパソコンの配備台数と合わせて考えなければならず、単年度に導入するのではなくて、二、三年かけてまずパソコンの配備を行い、庁内ＬＡＮの基盤整備を行っていきたいと考えております。

　このようなことから、今後さらに庁内ＬＡＮ及び文書管理システム等の導入の効果や必要性について調査をしていきたいというふうに考えております。

　以上です。

◯議長（澤脇圭司君）　津田恵子君。

◯10番（津田恵子君）　まず、ダイオキシンについてです。市が焼却場の調査をしている。そして、県等が大気の調査、土壌の調査をしている。そして、民間のところでは各施設の調査をしているというところで、具体的にその数値を知りたいと思います。それで、県が行ったという大気については、１回目、２回目、３回目ぐらいまでデータはもう既に出ているのではないかと思うものですから、それがわかればその数値も知らせていただきたいと思います。

　それから、民間の施設についても基準をクリアしているということですが、その基準をクリアしている数値がどれぐらいかというのを私たちは知りたいと思いますので、そこも教えていただきたいと思います。この中には大草にある産業廃棄物処理施設も当然調査されていると思いますが、この大草にある産業廃棄物処理場については、一体あの施設で主に何を燃やしているのかという点について把握しておられるのかどうかお尋ねします。

　それから、こういう法律、政令で指定されているものは民間も調査をし、報告しなければならないということは去年の法律改正で決まったと思いますが、１時間当たり 200キロ以下のいわゆる簡易な焼却施設というものは、中小の企業内で発生した廃棄物等を燃やしていると思われます。データではその簡易焼却炉というものが全国に９万ぐらいあるのではないかと言われ、そこからダイオキシンの発生率が非常に高い。特にその灰についてはどのように処分されているのかわからないということが新聞記事等でも書かれてありましたので、島田市内において、この簡易焼却炉についての実態を調査すべきだと私は思うのですが、既に調査されているのかどうか。もしされているとしたら、どのような実態があるのかをお聞かせ願いたいと思います。

　そして、もう１点、新聞記事等とか、いろいろな本で読みますと、田んぼの汚染というのが相当ひどいということです。その田んぼの汚染については、水田土壌中のダイオキシン濃度として、一番高いところでは１グラム当たり９万 2,220ピコグラム、少ないところでも４万 4,920ピコグラムあるということで、水田においてダイオキシンがこれ半減するというのが15年くらいかかるそうなんです。一番多いところでも15年たっても４万5,000 ぐらいしか減らないというので、島田市は水田もまだまだたくさんありますので、この水田のダイオキシン汚染については調査をする意思があるかどうかというのをお尋ねしたいと思います。

　それから、庁内ＬＡＮについて、先ほどの金額が相当かかりますよということで、なるほど２人に１台コンピュータを使えば 250台で１億 9,000万円かかるということで、相当な金額になるというのがよくわかりました。しかし、自治省が調べたデータでは、ＬＡＮはもう全国 658市の中で386 市も取り組んでおられます。これは実施がおくれると社会的にも孤立化するのではないかというふうに私は懸念しています。そして、このようなコンピュータのネットワークを通して、インターネットを通して情報を得るということが日常の業務の中で行われるというので、中央都市ではなく地方都市にとってはとてもメリットの大きいものではないかと思いますので、金額が相当かかりますけれども、ぜひ実現は早めていただきたいと思います。

　そこで、部長がおっしゃったように、人の教育とかも重要であると思いますので、部長、どうでしょうか。全庁的に２人に１台、 250台を整えてからということではなく、一部の課とか、部の中で試験的にこれを取り組んでみてはどうでしょうか。このようなコンピュータについては、やはり私もそうですけれども、機械にアレルギーという、そういう人たちもいると思います。そこで、小規模でこのようなＬＡＮという課内なり、あるいは１つか２つの課で連携をとりながらＬＡＮを張っていって、この機械の扱いとか、そういうものを訓練でもないんですけれども、なれ親しんでいくという形で取り組めば、さほど費用が当初はかからずに済むのではないかなと思うのですが、そのあたりいかがでしょうか。

　一気に大型のシステムをばんと導入すると、やはり先ほども言いましたように、アレルギー反応を起こして、コンピュータの前に座りたくないというような人も出てくるということも懸念されますので、実力以上のシステムをお金を大きく投入して始めるというのにも私は少し懸念を持っていますので、まず最初にやれることというのは、例えば文書を扱う課等で、その課内の小規模ＬＡＮをやってみてはどうかと思いますので、そのあたりを答弁いただきたいと思います。

　それから、ガイドライン法についてです。新たに出たものに対して市長会では何らの意見も述べていないということですが、このことについて断片的に、例えば前の沖縄の太田知事なんかも懸念を表明しておられますし、札幌市では市長がこれらのことについて市民生活への影響を懸念しているというようなコメントも出しておられます。そして、どこでしたか、議会でも反対の表明をしておられるというのも聞きました。

　しかし、私たち住民にとっては、このように新聞情報あるいはテレビ情報でしかこのようなものが出てこないのですが、今度の法案に関しては自治体、そして民間の協力も盛り込まれている以上、島田市に対して防衛庁から、あるいは県を通してか、何らかの説明がなされたのかなされていないのかをお尋ねしたいと思います。

　そしてもう１つ、自治体の協力事項に対して罰則を与えるとかというような記事も目にするのですが、これは一体どういう意味のことなのかというのを市長にお尋ねしたいと思います。その自治体に対する罰則についての市長のお考えも聞かせていただきたいと思います。

◯議長（澤脇圭司君）　岩村市長。

◯市長（岩村越司君）　津田議員の再質問がございました。

　ダイオキシン、それから庁内ＬＡＮにつきましては、それぞれ担当部長からお答え申し上げますが、最後の、いわゆるガイドラインに関連してのお尋ねがございました。現時点で国の機関あるいは県からこれに関しての説明、公文書等は来ておりません。そういったことから、罰則というようなことにつきましては、我々としては把握をいたしていないところであります。

◯議長（澤脇圭司君）　鈴木市民福祉部長。

◯市民福祉部長（鈴木堯於君）　津田議員の御質問にお答えいたします。

　データの関係でございますが、それぞれ国あるいは県、市で行ったデータ等の関係でございますが、まず、建設省で行った大井川環境ホルモン調査、これにつきましては、先ほど市長の方から壇上でお答え申し上げましたが、前期につきましては既に新聞等で公表されておりまして、調査地点については大井川富士見橋付近で調査を行っておりますが、この結果につきましては、９物質のうち４物質が検出されたというようなことでございまして、ノニルフェノール、これは 1.4マイクログラム、ビスフェノールＡ、これが0.31マイクログラム、アジピン酸ジー２－エチルヘキシル、これが0.06マイクログラム、17βエトラジオール、これにつきましては0.01ミリマイクログラムということで発表をされております。

　後期につきましては４回行っておりますが、17βエトラジオールは0.01ミリマイクログラムでございます。後期の４回につきましては、まだ公表をされておりません。これにつきましてはデータの分析をし、科学的な知見を考慮しながら総合的にとらえていくということでございまして、市の方でもまだデータをいただいておりませんし、公表をされておりません。いずれ公表をされるということでお聞きしております。

　それから、大気汚染の関係でございますが、これにつきましては平成９年度は県において１回実施をしておりますが、その結果については既に公表されておりますが、１立方メートル当たり 0.5ピコグラムということでございます。環境指針値は 0.8ピコグラムでありまして、指針値以下ということで承知をしております。平成10年度の年４回のこの測定については、年間値で評価するため、まだ結果は公表をされておりません。いずれ公表をされると伺っております。

　それから、最終処分場のダイオキシンの測定結果についてでございますが、一般廃棄物の最終処分場のこのダイオキシン測定調査につきましては法的な義務は課せられておりませんが、他の自治体において焼却場や廃棄物処分場等の土壌等から高濃度のダイオキシンが検出されているということ等マスコミでも報道があります。このようなことから、市といたしましてもこの際にその状況を把握するということで、測定調査を実施をいたしております。

　この最終処分場の浸出のダイオキシン類の濃度につきましては、公表された数値がないために、これはあえて平成９年度環境庁において調査した公共用水域の水質におけるダイオキシン類調査結果の平均値と比較した場合に、地下水及び河川水が非常に低いレベルにありますが、原水、放流水の濃度についてはやや高くなっております。

　一方、最終処分場周辺地域での土壌中のダイオキシン類濃度でございますが、平成10年10月までに公表された自治体等による調査事例による一般環境の概況レベルと比べると、その範囲内にあります。

　いずれにいたしましても、測定結果の公表につきましては水質及び土壌のダイオキシン類の法での基準値がございませんので、静岡県環境アドバイザー制度等を活用して、そうした助言、指導を受けた上で市としての判断をしてまいりたいと考えております。

　それから、清掃センターにつきましては10年度２回実施しておりまして、これは測定結果としては特に問題がありませんが、衛生消防組合議会へ近々報告をいたしまして、その後に公表をいたしてまいりたいというように考えております。それから、民間の焼却炉につきましては、法の規定により、10年度、これは県の指導で実施を１回しているということを承知しておりまして、その測定結果については特に基準値以下で問題がないということで承知をしております。ただ、これは個人データでありますので、公表については事業者の了解が必要となってまいります。

　それから、大津地区の関係ということでお話がございましたが、民間の事業者で焼却処分、これは何か木くずを焼却しているところがあるということは承知をしておりまして、ダイオキシンの測定義務等はないと。この規制対象外の木くずに限るというようなことで、規模から言っても測定義務はないということでございまして、これについては実際に測定をやっているということについては確認をしてございません。

　以上でございます。

◯議長（澤脇圭司君）　佐塚総務部長。

◯総務部長（佐塚　潔君）　庁内ＬＡＮにかかわりまして、試験的にやったらどうかというお話でございました。現在総務課の情報管理係というのがございますが、その中ではいわゆるＬＡＮの環境をつくりまして調査研究をしております。

　それからなお、実務では土木の設計積算システムがございますが、これは数課で運用をしておりますし、それから保健福祉総合システムもＬＡＮの環境を持っております。人事管理システムというのがございますが、これも消防署と私ども人事課を結びまして、これもＬＡＮの環境を持っております。

　そういうことで、当然パソコンの取り扱いについては職員の研修が必要でございますので、情報管理係が10台のパソコンを持っておりますので、そういうものを利用して職員の研修等に利用をしていると、こういう状況でございます。

　以上です。

◯議長（澤脇圭司君）　鈴木市民福祉部長。

◯市民福祉部長（鈴木堯於君）　質問いただいた１つを落としておりますので、お答え申し上げます。

　簡易焼却炉の関係でございますが、実態の調査はいたしておりませんので、把握をいたしておりません。

　以上です。

◯議長（澤脇圭司君）　岩村市長。

◯市長（岩村越司君）　再質問の中で、私がお答えした部分で若干補足をさせていただきます。

　県あるいは国の関係機関、防衛庁から具体的な説明というのは受けておりませんが、全国知事会で国の関係機関と、この問題に関して打ち合わせといいますか、質疑応答を全国知事会の基地協議会等の役員会で意見交換をした資料が県経由で事務連絡で来ております。その中で先ほどの罰則についての質疑等もございました。強制措置ではないというような国の回答が出ておりましたので、補足をさせていただきます。

◯議長（澤脇圭司君）　大石産業振興部長。

◯産業振興部長（大石重範君）　水田にかかわりましての調査でございますが、現段階では水田に対して調査をするという動きはありません。ただ、大井川農協環境保全型農業推進研究会というのがございまして、この組織は農協、経済連、県、それからこの島田を含めまして管内３市６町によって構成されておりまして、施肥等を含めまして、現在研究会が持たれておりますので、こうした中で意見として出していきたいと思っております。

　以上でございます。

◯議長（澤脇圭司君）　津田恵子君。

◯10番（津田恵子君）　ダイオキシンについて、部長、数字を知りたいと言いましたら、数字を出さない理由を何度も何度もおっしゃいました。今回所沢市のこの騒動についてはそういう行政の姿勢というのが正されるべきであるという動きになっていると私は思っているんです。そのデータについて、こうであった、安全で基準値以下であったと。基準値以下であるならば、なぜその数値をはっきりとおっしゃらないのか不思議でなりません。住民というか、私たちが自分の住んでいるまちがどれぐらいのデータであるか調査をしているならば、その調査の数値を知りたいと思うのは当然だと思いますので、その点を明確に数値をおっしゃっていただきたいと思います。

　それから、大草の処理施設についてですが、木くずを燃やしているので調査の対象ではないとおっしゃいましたが、これに関しては住民の苦情は届いていないのかどうか、まずお尋ねしておきます。

　それから、簡易焼却炉について、これについても調査をしていないということですが、私はここの部分はとても大きな問題があると思いますので、早急に調査をするという姿勢を示していただきたいと思います。

　それから、今までの数値をなかなかおっしゃってくださっていないのですが、いろいろと国や県が調査して、市が調査している中で、このダイオキシン調査の中にはコプラナ－ＰＣＢが含まれていないと思います。ちょうど夕べもＰＣＢの問題が「クローズアップ現代」で放映されていまして、どこへ行ったかわからない。保管する義務がある物質であるけれども、どこへ行ったかわからないという事態になっているという、とても恐ろしい番組が報道されていました。そこで、このコプラナ－ＰＣＢに対しても、きちっと注目されるべきではないかと思います。

　初倉で年４回調査をし、そして９年度については0.05ピコグラムであったということですが、なぜこの初倉が調査対象になったかという点について県で聞いてきましたので、私はその点について少し心配をしているものですから、聞いてきたことをお話しさせてもらいたいと思います。

　まず、ダイオキシンについてさまざまな懸念が出てきたときに、県内の17カ所の調査をしたと。それについては工場地域周辺、大都市地域周辺、中小都市地域周辺ということで17カ所特定をしましたと。その特定をした中で、島田市が選ばれたというのは、これは廃棄物処理場の問題とか地形上の問題とか人口の集中とか、さまざまな条件があるのですが、初倉の小学校が選ばれたというので、島田市の場合は廃棄物処理場もないのに、なぜ選ばれたのか不思議でなりませんでした。

　その結果として、上位の６カ所について調査をすることになった。それがまた島田市が選ばれたことです。その17カ所の調査について、９年度の最初の調査についてなんですが、大気中では一番高い濃度を示したのが富士市でした。そして、その次が伊豆長岡町で、これはごみ焼却施設の問題があったと思います。そして、その次が静岡市であり沼津市であり、そして冨士川町で島田市になっているのかな。島田市がまた土壌の調査の対象にもなったということで、多少島田市には少しダイオキシンの汚染濃度が高いのではないかという心配を私は持っています。

　そこで、島田市の市民グループのＣＥＥＳというグループがあるんですが、これクリーンエナジー・アンド・エンバイロメント島田ということで、12月の議会でもＮＰＯの卵のような組織として島田市にはそういうのもありますよというような市長のお話もあったんですが、そこのグループが試算をしたものというのがありますので、少し市長に見ていただきたいと思います。

　部長はデータがなかなかないのだとおっしゃいますけれども、結構データはあるんです。この今お渡ししたダイオキシンの１日の摂取量の計算についてですが、９年、10年で厚生省や環境庁が食べ物や水や土壌中におけるダイオキシンの濃度を算出して発表したデータというのがあります。それを使いまして島田市の１人どれぐらいダイオキシンを摂取したのかというのを計算したのです。

　まず第１点目、食べ物からの１日の摂取量、これは環境庁のデータに基づいて調べています。読みますので、それでは、それは最小で0.26ピコグラム、これは１日の体重１キログラム当たり0.26ピコグラム、最大が2.60ピコグラム、トータルダイエット調査によるコプラナーＰＣＢ、これは環境庁の調査ではコプラナーＰＣＢはカウントされていませんので、それは厚生省のデータとして0.97ピコグラム／キログラム／１日ということです。

　それから３点目、水からの摂取量、これは環境庁の推定ですが、 0.001ピコグラム、土壌からの１日の摂取量、これも環境庁の推定で 0.084から0.63ピコグラム、大気中の１日の摂取量、これについてですが、私たちはこの摂取量について、９年度の 0.5ピコグラム、この量を最大値とし、そして県が調査している、既にもう市も本来情報を得ておられると思いますが、 0.054ピコグラムを最小値としてカウントしてみました。このデータが議員の皆さんのお手元に渡っていないので、後ほどまたお届けしますが、これでＣＥＥＳのグループがカウントしてみましたら、大人においては1.319 から 4.239ピコグラム、体重10キログラム当たりの子供については 1.335から 4.389ピコグラムというような数値になりました。

　ここで問題になるのは、今現在厚生省は１日10ピコグラム、そして環境庁は５ピコグラムと言っています。しかし、これは、この値では危険率が高いのではないかというので、見直しが今かけられようとしています。これはＷＨＯでは1998年には１から４ピコグラムという数値を出してきています。多分に厚生省は４ピコグラムになるのではないかというような情報が流れています。とすると、島田市で通常生活していく場合で、この４ピコグラムを超える事態も起こるということも懸念されますので、私はこの島田市のダイオキシンに対する調査を十分していただきたいなと思っています。

　それから、この化学物質のリスクというのは、このダイオキシンで私が今お話ししたのは、これは発ガン性等々の毒性についてです。以前、環境ホルモンについてお話をしました。環境ホルモンについては、閾値（いきち）、閾値（しきいち）といって、どんなに少しの量でも影響は出るのだという、そういう問題があるのが環境ホルモンであると。これは教育長とさまざまに議論したので、皆さん記憶にあると思います。このダイオキシンの今１日の摂取量の安全率という、これは環境ホルモンの配慮からの数値ではないということで、本当に島田市が極力、もう全力を注いでダイオキシンの発生を低く抑えてもらうという努力をしていただきたいと思います。そして、一番大切なのは日常的な行政の監視と、それから得た情報の公開だと思っています。

　私は部長の答弁にはとても不満があります。まず、大急ぎでしてもらわなければならないことは、先ほど言いました簡易焼却炉、小規模な炉の実態の把握と、それから市内で保管されているＰＣＢの管理状態、これだけは早急に調査をしてもらいたいと思いますので、そのダイオキシンの発生の調査についての取り組みについて部長の答弁を求めたいと思います。

　それから、ＬＡＮについては、私はこういうダイオキシンのデータとか、さまざまなデータを早く市のネットワークを通して、私たち住民に発信できるような体制をとってもらいたいと期待しております。

　それから、ガイドラインについてなんですが、本当に私のところには女性の方たちからとても心配をするという声が届いています。そのことは古い、お年寄りと言おうか、戦争を体験した方は何となく戦争に突入していった時代のことが心配されるというような発言も聞きます。若い方たちは何かわからないけれども、不安感が募るという声も聞いております。そこで、市長にはそういうような住民の心配の声をきちっと胸におさめてもらいたいなと思っています。

　最後に、このガイドラインについての心配について、新聞記事にはさまざまに取り上げられています。その１つの朝日新聞に載った「声」のそれを読ませていただきたいと思います。

　この方は沖縄のひめゆりの塔を見に行かれて、そのひめゆりの学徒隊の方の体験談を聞いた、そのときのことが書いてあります。「涙なしには聞けなかった。彼女はガイドラインは本土の沖縄化なんですと訴えた。そして、戦争へと準備されるには３つの指標があり、１、軍備の増強、法体系の整備、教育だという。しかし、そんな彼女たちの話を聞く人は少ない。悲惨な沖縄戦を過去の出来事として訪ねる人が多いという。戦争の手引であるガイドライン関連法案は、今国会で審議中だ。そして、周辺有事の際の民間企業協力のマニュアルづくりまでも進もうとしている。ガイドラインの次は有事法制の論議だと自民党は言っている。そして、憲法調査会の設置の動き、各地の米軍基地は強化され、自衛隊の装備も強化されている。そして、日の丸・君が代の強制は何を意味するのか。

　私は平和になれ、無関心な国民の状況のもとで戦争の準備が着々と進んでいると感じざるを得ない。多くの人はそのことに無関心だ。無関心は容認と同じだ。ガイドラインや憲法改正の問題にもっと関心を持ち、平和憲法を守る取り組みが今こそ必要ではないだろうか」と、このような「声欄」がありました。私のもとへ届いた市民の声もこれに似たようなものでした。そのことを市長の胸にとどめていただきたい思い、ガイドラインの質問は終わりたいと思います。

◯議長（澤脇圭司君）　津田議員、会議規則の 148条で、議場または委員会も同じですが、そういうところでの資料の配付は、また提出をする場合に事前に許可をとっていただかないとなりませんので、この際注意をさせていただきます。

　答弁お願いします。

　岩村市長。

◯市長（岩村越司君）　再度のお尋ねの中で、ガイドラインについて最後に触れられました。心にとめておけと、こういうことですので、しっかり受けとめさせていただきましたが、御承知のように、外交に関することは国の事務でございまして、自治体がそのことについてとやかく申し上げることはいかがなものかと思っていますが、しかし、私も直接的に戦争は経験いたしておりませんが、内地において機銃掃射を受けたり、あるいは艦砲射撃を身近に見たり、頭上をＢ29が飛ぶのを見て育った年代であります。近くに肉親にも戦争被害者もおりました。戦争を危惧する、そのことについては他のどなたにも負けない考え方を持っていると思っておりますので、そのことだけについては申し上げておきます。

◯議長（澤脇圭司君）　鈴木市民福祉部長。

◯市民福祉部長（鈴木堯於君）　津田議員の再度の御質問にお答えします。

　順不同になると思いますが、最初に、大草の関係でございますが、苦情が来ているかいないかということでございますが、特に直接苦情は来ておりません。具体的な苦情は全く市の方には来ておりません。

　それから、簡易焼却炉とＰＣＢの保管状況というか、管理状況の調査ということでございますが、この簡易焼却炉の実態調査については事業所、一般家庭等について今後調査を行っていきたいと考えております。

　それから、ＰＣＢの管理状況、こうしたものについても、こちらで調査できるようであれば調査を行っていきたいと考えております。

　それから、国・県を含めたそうした調査結果の公表の点でございますが、先ほど来申し上げておりますように、県におきましては年度内に公表を予定をしているということでお聞きしておりまして、それ以上市として申し上げることはちょっとできないと思います。

　それから、国におきましても、まとまり次第公表をするということでございますので、そうしたことを期待をしておきたいと。これまでも前回もたしか津田議員から御質問がありまして、国・県等でやったものであっても、できるだけ公表ということについては市としても働きかけをということでございますので、そうした働きかけはしてきておりますし、今回も今申し上げたように、公表はいずれしていくということでございますので、それを見守りたいというように考えております。

　それから、市の関係でございますが、最終処分場につきましては、先ほども申し上げましたように、今回初めて調査を行ったものでございます。そうした中では、現在土壌とか水質とか、こうしたものにつきまして最終処分場につきましては、基準値が全く示されておりません。現在ではそうした中で調査を行っておりますので、我々の感覚としては心配ないという感覚を持っておりますが、これは県議会でも新聞等でもちょっと報道されておりますが、基準値のないものについて県民にどう理解してもらうのかということは非常に重要だけれども、こうしたものについては非常に慎重に調査をしながら発表していくというような点の中では、県民に誤解を与えないように、県が委嘱している環境アドバイザーや環境庁の見解等を加えて、そうした中で発表していきたいということが言われております。

　島田市としても、基準値がないものについて調査はさせていただきましたが、県の方のアドバイザーの方にお願いをいたしまして、そうした見解も聞きながら対応してまいりたいというように考えております。

　それから、清掃センターの関係につきましてはこれまで公表させていただいてきておりますが、10年度の分につきましては、これは広域でございますので、島田だけでなくて、金谷町とか構成市町が絡んでおりますので、そうしたところに近々発表させていただいてからということで、数字等についてはその後に公表をいたしたいというように考えておりますので、御理解をいただきたいというように思います。

　以上でございます。

◯議長（澤脇圭司君）　佐塚総務部長。

◯総務部長（佐塚　潔君）　コンピュータを使って役所の情報を住民にというお話でございましたが、議員も御存じのとおり、私どもホームページを開設をしておりまして、多くの情報をのせております。御参考までに申し上げますと、私どものホームページへのアクセスが大体月に八百数十件ございます。去年の10月にはお祭りもあったせいでしょうか、 1,300件程度のアクセスがありました。

　庁内ＬＡＮにかかわっての御質問ですので、関連して申し上げますと、庁内ＬＡＮを仮にした場合に、そこから外部へのインターネットへの接続ということは理論的には可能でございますが、ただ、私どもが心配するのは、そうした場合に、ウイルスによる庁内のデータの破壊が心配されます。

　したがいまして、危険の回避ということからすれば、庁内ＬＡＮを外部のインターネットに接続することは避けた方がいいだろうと。別の方法でもって情報発信をする方法を考えざるを得ないだろうというふうには考えております。

　以上です。
